
 

 

教育現場におけるヤングケアラーの実態調査結果 

 

第 1 教育現場における実態調査 

1 調査対象 

   県内の公立及び私立の小学校、中学校、高等学校（全日制、定時制、通信制）、特別 

支援学校に在籍する児童・生徒（全学年） 

 

2 調査方法 

   各学校が児童・生徒を対象に定期的に実施している「いじめ等の生活アンケート調査」 

の中に、ヤングケアラーに関する質問項目を追加して調査を実施。また、ヤングケアラ 

ーの質問項目に該当した児童・生徒に対し、学校側が個別面談を行い、学校としての対 

応を検討した上で回答。 

 

3 実施時期 

   令和４年６月１５日（水）～同年１０月３１日（月） 

 

4 回収状況 

 

 

 

 

5 調査結果 

(1) ヤングケアラーの質問項目に該当した児童・生徒数 

     ヤングケアラーの質問項目に該当した児童・生徒は、329人であり、中校生 

が 140人と最も多く、次いで高学生（全日制・定時制・通信制）が 125人となっ

ている。 

 

 

 

 

 

区分 対象学校数 対象生徒数 回答学校数 回収率 

小学校 305 61,062  260 85.2% 

中学校 173 32,342  142 82.1% 

全日制高等学校 77 33,574  61 79.2% 

定時制高等学校 8 585  6 75.0% 

通信制高等学校 3 1,474  2 66.7% 

特別支援学校 23 1,644  19 82.6% 

合計 589 130,681  490 83.2% 



 

 

区分 
調査実施 

児童・生徒数 
該当児童・生徒数 割合 

 

小学校 53,925  61 0.1%  

中学校 26,875  140 0.5%  

全日制高等学校 26,168  115 0.4%  

定時制高等学校 522  6 1.1%  

通信制高等学校 1,055  4 0.4%  

特別支援学校 1,587  3 0.2%  

合計 110,132  329  0.3%  

 

 

 

 

(2) 外部機関への相談等が必要と判断した児童・生徒数 

     ヤングケアラーの質問項目に該当した児童・生徒のうち、学校が外部機関への相 

談等が必要と判断した児童・生徒は 59人であり、小学校が 24人と最も多く、次 

いで中学校が 16人となっている。 

 

   (3) 市町へ通告・相談した児童・生徒数 

     外部機関への相談等が必要と判断した児童・生徒のうち、市町へ通告・相談し 

た児童・生徒は、37人（今回の調査実施前に通告・相談があった人数を含む）で 

あり、小学校が 13人と最も多く、次いで中学校が 12人となっている。 

なお、外部機関への相談等が必要と判断した児童・生徒のうち、今後の対応を 

検討中の児童・生徒は、22人であった。 
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(4) 外部機関への相談等が不要と判断した児童・生徒数 

ヤングケアラーの質問項目に該当した児童・生徒のうち、外部機関への相談等が 

不要と判断した児童・生徒は２70人であった。 

外部機関への相談等が不要と判断した学校に理由を聞いたところ、「各学校で個別

面接や定期的なアンケートを実施し、状況把握を行った。」「定期的に面談やアンケ

ートを行うことで変化があった際に、相談できる支援体制を構築されている。」との

回答であった。また、面談の結果、「本来大人が担うような家事や家族の世話などを

日常的に行っているものではなく、家事等のお手伝いを行っていると回答している

児童が多く、学校生活にも影響が出ていない児童・生徒であった。」との回答であっ

た。 
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第 2 市町における対応状況の調査 

1 調査対象 

   県内全市町（２１市町）の児童福祉主管課 

 

2 調査方法 

 教育現場での実態調査の結果、学校から相談があった件数や内容、対応に関する調査 

票を送付し、回収。 

 

3 実施時期 

   令和４年１２月１５日（木）～同年１２月２７日（火） 

 

  4 調査結果 

(1) 学校からの相談件数 

     教育現場における実態調査を受け、学校から新たに市町へ相談があった児童・ 

生徒は、57人であった。※今回の調査実施前に相談があった人数を除く 
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(2) ヤングケアラーと思われる児童・生徒の状況（重複あり） 

     学校から市町へ相談があった児童・生徒のうち、その世話の内容を聞いたとこ 

ろ、「家族の代わりに、幼いきょうだいの世話をしている」が最も多くなってる。 

                                                                        

  

      （単位：人） 

  小学生 中学生 高校生 

 

障がいや病気のある家族に代わり、家事（買い物、料理、洗濯、掃除

など）をしている 
9 8 2 

 

 

家族の代わりに、幼いきょうだいの世話をしている 19 18 1 
 
 

家族の代わりに、障がいや病気のあるきょうだいの世話をしている 1 4 0 
 
 

目を離せない家族の見守りや声掛けをしている 4 0 3 
 
 

家族の通訳をしている 0 0 0 
 
 

家計を支えるために、アルバイト等をしている 0 0 0 
 
 

アルコール・薬物・ギャンブルなどの問題のある家族に対応している 0 0 0 
 
 

病気の家族の看病をしている 0 0 1 
 
 

障がいや病気のある家族の身の回りの世話をしている 2 0 0 
 
 

障がいや病気のある家族の入浴やトイレの介助をしている 1 1 0 
 
 

その他（病気等はないが、家族に代わり家事を行っている）               0 3 0 
 
 

計 36 34 7  

 

   (3) 学校からの相談を受けた後の市町での対応（重複あり） 

     学校からの相談を受けた後の市町での対応を聞いたところ、以下のような回答 

があった。（昨年度の対応結果についても参考として記載している） 
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市町での対応 対応の結果 

・児童・生徒本人と面談 

・保護者と面談 

・要支援児童として支援継続中 

・子ども食堂と連携し、食材や弁当等を提 

 供 

・ホームヘルプサービス（※１）を導入 

・支援対象児童等見守り強化事業（※２） 

を導入 

・養育支援訪問事業を導入（※３） 

・きょうだいの保育所入所支援 

・家庭訪問による支援（状況確認・清掃活

動） 

・ショートステイ（※４）を提案 

・スクールカウンセラーによる面談を開始 

・トワイライトステイ（※５）を提案 

・一人親家庭等日常生活支援支援事業 

・スクールソーシャルワーカーにつなぐ 

・民生委員・主任児童委員との情報共有 

要保護児童対策地域協議会

（※６）を開催し、関係機関

と支援方針を協議 

 

・要支援児童として支援継続中 

・学校と関係機関との連絡体制を構築 

・母子保健の保健師との連携を強化 

 

 

※１：ホームヘルプサービス・・・ホームヘルパーが自宅を訪問して、入浴、排せつ食事等

の介護、調理、洗濯、掃除等の家事、生活等に関する相談や助言など、生活全般にわ

たる援助を行うサービス。 

※２：支援対象児童等見守り強化事業・・・市町村から委託を受けた子育て支援を行う民間

団体等が、要対協の支援対象児童等として登録されている子ども等の居宅を訪問す

るなどし、状況の把握や食事の提供、学習・生活指導支援等を通じた子どもの見守り

体制を強化する事業。 

※３：養育支援訪問事業・・・育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によっ

て、子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要と

なっている家庭に対して、子育て経験者等による育児・家事の援助又は保健師等によ

る具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施することにより、個々の家庭

の抱える養育上の諸問題の解決、軽減を図る事業。 

※４：ショートステイ・・・保護者が疾病、出産等の理由により、家庭において一時的に児

童の養育が困難となった場合等に、児童養護施設などにおいて養育・保護を行うサー

ビス（原則として７日以内）。 

※５：トワイライトステイ・・・保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に不

在となり、家庭において児童を養育することが困難となった場合その他の緊急の場

合において、その児童を実施施設において保護し、生活指導、食事の提供等を行う。 



 

 

※６：ひとり親家庭等日常生活支援事業・・・母子家庭、父子家庭及び寡婦の方が、修学等

や病気などの事由により、一時的に生活援助・保育サービスが必要な場合又は生活環

境等の激変により日常生活を営むのに支障が生じている場合に、家庭生活支援員の

派遣等を行う。 

※７：要保護児童対策地域協議会・・・虐待や非行など、様々な問題を抱えた児童の早期発

見と適切な保護を目的として、市町村などの地方公共団体が設置する協議会。児童相

談所や学校・教育委員会、警察など、地域の関係機関によって構成される。 

 


